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調査の回収率 2）の動向 3）を，2000 年代半ば以降の時期について考察する 4）5）。












表 1－ 1　企業・事業所を調査客体とする統計調査の改廃・実施方法の変更 1）

















































































　表 2－ 2 は，表 2－ 1 に掲げた各調査の回収率の推移を 2000 年代半ば以
降の最近 10 年間について，前半 5年間と後半 5年間に分けて示したもので
ある。四半期周期の調査については，各年の平均値を掲げた。
　（1）の経営状況全般に関する 7調査では，「⑦民間企業投資・除却調査」






































































　この傾向を最近の調査結果について確認しておこう。表 2－ 3 は，2011





率は 70％に達しておらず，最大規模の区分（同 10 億円以上）よりも約 24％
低い。「②法人企業統計調査　Ⓑ四半期調査」では，最小規模の区分（同 1,000
万円～ 1億円）の回収率は 65％に達しておらず 3），最大規模の区分（同 10
億円以上）よりも約 25％低い。「③法人企業景気予測統計調査」では，最小
規模の区分（同 1,000 万円～ 1億円）の回収率は 75％に達しておらず，最大
規模の区分（同 10 億円以上）よりも約 15％低い 4）。「⑤企業金融調査」では，






4 は，2013 年 2 月に実施された「法人企業景気予測調査」（資本金 1,000 万
円以上の企業が調査客体）の回収率を，企業の所在地域別・業種別・資本金
額別に示したものである 6）。山田（2006）においてみた同調査の 2005 年 11
月実施分の場合と同じく，回収率は小規模企業・非製造業企業および東京都
（全国の企業の約 3分の 1が所在）および関東甲信越地域（全国の企業の約
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半数が所在）において他の区分より低くなっている 7）。最も低い東京都に所
在する資本金 1,000 万円未満の企業の回収率は 50％に達していない。このよ
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　つづいて表 2－ 3の各調査の調査客体の大半よりも規模がさらに小さい企
業に限定した統計調査の状況をみてみよう。表 2－ 5 は，2004 年に開始さ
れた「中小企業実態基本調査」について従業者規模別の「回答率」（他の調
査の回収率に相当）の推移を示したものである 8）。この調査の調査客体の約










表 2－ 4　「法人企業景気予測調査」の企業属性別回収率 1）




2012 年調査と同様の傾向は，同調査の 2004 年～ 2011 年実施分にも毎年み
られる。
　中小企業庁は，「中小企業実態基本調査」以外にも中小企業を調査客体と














̶  12  ̶
企業を調査客体とする統計調査の回収率の最近の動向について（山田）






















































「通信・放送産業動態調査」および後掲表 3－ 3 の大半の調査に設けられて




結果から算出された景況判断指数では，「中小企業」（資本金 2,000 万円～ 1
億円）と「大企業」（同 10 億円以上）との結果の間の差は，2000 年代半ば







率が中小企業において高い項目は多い。表 2－ 9 は，2013 年 2 月に実施さ
表 2－ 9　調査項目別「不明」率
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産活動調査」の場合を除いて大半の企業にとって業務上直接関連がある機関
ではない。表 2－ 11 は，表 2－ 10 に掲げた各調査における回収率の推移を
2003 年以降の 10 年間について示したものである。表 2－ 2と同様に前半の
5年間と後半の 5年間の回収率の平均値も掲げた。これらの調査について後
半の 5年間の回収率の平均値をみると，80％に達している「⑱科学技術研究










ら同 1億円以上へ拡大された 2009 年には回収率が 30％近く低下している。
 3） 「②法人企業統計調査」では毎年 4–6 月期調査において資本金 10 億円未満の企
業の層の標本全数の交替が 2009 年まで行われていた。この交替によって生じ
たと考えられる回収率の変動が毎年発生していた。変動が最も顕著な 1憶円未
満の企業の四半期調査の回収率をみると，4-6 月期調査において 1～ 3 月期調
査と比べて 1.2％～ 4.5％低下し，7-9 月期調査以降に回復する現象がみられた。
2010 年からは標本企業の半数だけを交替する方式に変更された（全数抽出の範
囲も資本金 5億円以上に変更）ので，回収率が 4-6 月期調査の前後に大きく変
動する傾向は，東日本大震災の影響があった 2011 年実施分を除いてみられな
くなった。
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お，この統計調査は建設業法に基づくものである。国土交通省（2012）
 6） 同調査の地域別集計には，全国集計（約 1.5 万社）には含まれない調査先（工場・
事業所等 500 社程度）が含まれている。財務省財務総合政策研究所（2013）
 7） 同調査の 2008 年 1-3 月分の地域別・業種別回収率を分析した御園（2008），
2003 年 1–3 月分の地域別・業種別回収率を分析した山田（2003）も同様の傾向
を指摘している。
 8） 対象企業の規模の上限の規定は，業種によって異なるが，資本金額では 5,000
万円～ 3億円，従業者数では 50 人～ 300 人である。



































































































　つぎに海外関連の 3調査の回収率をみてみよう（表 3－ 2）。後半 5年間の
平均回収率をみると，60％強～ 80％弱の水準にあり，前半 5年間と比べてい
ずれも 4％前後の上昇となっている。3調査の回答企業は， では資本金規




































































































 1） 「 外資系企業動向調査」の最近 10 年間に新規に対象に加えられた企業数は年
間 36 社～ 157 社の範囲で減少傾向にあり，同じく撤退・解散・外資比率の低
下により対象外となった企業は年間101社～164社の範囲内で増加傾向にある。
 2） 「⑤経済産業省企業活動基本調査」では，「 外資系企業動向調査」と同一の「外
資系企業」の外資比率に関する定義が使用されている。前者の対象企業の規定



















































12 月～ 2011 年 3 月に同会の役員企業および会員シンクタンク計 254 社を対
象に実施された（回収率は 30.8％）。総務省統計局による調査は 2006 年 12




























 1） 山田（2006）では，日本経済団体連合会が 2004 年に実施した表 4－ 1 に示し
た調査と同様の調査の結果について回収率と結果の重視度・負担感についてほ
ぼ同様の関連がみられることを指摘した。
 2） 「①短観」の知名度の高さが重視度に作用しているのは確かであろう。2012 年
1 年間に『日本経済新聞』（朝・夕刊）に掲載された記事は，「①短観」関連が
152 件であったのに対して，「②法人企業統計」関連は 25 件，「法人企業景気予











 5） 環境省「環境投資等実態調査」（2009 年開始）「環境経済観測調査」（2010 年開始）
など。
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